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   (百万円未満切捨て)

 
1. 19年3月期の連結業績（平成18年4月1日～平成19年3月31日） 
 (1) 連 結 経 営 成 績 (％表示は対前期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 3月期 88,407 12.8 2,034 128.9 2,073 109.2 929 65.3 

18年 3月期 78,319 △8.1 888 △32.1 991 △29.7 562 △10.9 
 

 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

自 己 資 本
当期純利益率

総 資 産 
経 常 利 益 率 

売 上 高
営 業 利 益 率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年 3月期 28.20  - 4.7 2.9 2.3

18年 3月期 16.97  - 3.0 1.5 1.1
 
 (参考) 持分法投資損益   19年3月期     -  百万円   18年3月期    -  百万円 

 
 (2) 連 結 財 政 状 態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年 3月期 72,621 19,780 27.2 600.19

18年 3月期 66,900 19,341 28.9 586.66
 
 (参考) 自己資本   19年3月期   19,780百万円   18年3月期    －  百万円 
 

 (3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

百万円 百万円 百万円 百万円

19年 3月期 1,883 △1,270 2,468 10,410 

18年 3月期 1,485 191 △ 280 7,327 

 
2. 配 当 の 状 況 

 １ 株 当 た り 配 当 金 

(基準日) 中間期末 期末 年  間 

配当金総額 
(年間) 

配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結) 

     円  銭 円  銭 円 銭 百万円 ％ ％

 18年 3月期 
 19年 3月期 

 
 
   - 
   - 

 
 

10.00
12.00

10.00
12.00

329 
395 

58.9 
42.5 

1.7
2.0

 20年 3月期 
(予想) 

    -  10.00 10.00  39.7 

（注）19年3月期期末配当金の内訳   普通配当 10円00銭  特別配当 2円00銭 

 

3. 20年 3月期の連結業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日） 
(％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中 間 期 30,500 △13.0 △100       - △50       - △100       - △3.03 

通  期 82,500 △6.7 1,800 △11.5 1,850 △10.8 830 △10.7 25.18 
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4. そ  の  他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）    無 
 

 (2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更          有 
② ①以外の変更                 有 
〔(注)詳細は、13ページ｢連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更｣をご覧ください｡〕 

(3) 発行済株式数（普通株式） 
① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年 3月期 34,000,000株 18年 3月期 34,000,000株 
② 期末自己株式数               19年 3月期 1,042,304株 18年 3月期  1,038,501株 
(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、16ページ「１株当

たり情報」をご覧ください。 
 
（参考）個別業績の概要 
 
1. 19年 3月期の個別業績（平成18年4月1日～平成19年3月31日） 
 (1) 個 別 経 営 成 績 (％表示は対前期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 3月期 86,549 14.3 1,851 162.9 1,907 137.1 856 96.4 

18年 3月期 75,663 △9.9 703 △42.6 804 △39.5 435 △23.9 

 

 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

円 銭 円 銭

19年 3月期 25.97  -

18年 3月期 13.25  -

 
 (2) 個 別 財 政 状 態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年 3月期 71,787 19,392 27.0 588.40

18年 3月期 65,891 19,024 28.8 577.18
 
 (参考) 自己資本   19年3月期    19,392 百万円   18年3月期     － 百万円 

 

2. 20年 3月期の個別業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日） 
(％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中 間 期 30,000 △12.6 △150    - △50   - △100    - △3.03

通  期 81,000 △6.4 1,650 △10.9 1,750 △8.2 800 △6.5 24.27
 
 
 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今

後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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１. 経 営 成 績 
（1） 経営成績に関する分析 
  (当年度の経営成績) 

当連結会計年度におけるわが国経済を顧みますと、夏場にかけて一時的な景気の停滞も見られましたが、
好調な企業収益を背景とした設備投資の拡大や、個人消費を主とした民間需要に支えられ、景気は緩やかな
回復基調が持続しました。 
当社グループの関連事業の環境は、設備工事事業につきましては、民間部門の建設投資は前期に引き続き

堅調に推移したものの、公共投資の縮小により、全体として市場規模の縮小が続く中で、価格下落圧力は強
く、厳しい競争環境が続いております。一方、精密環境制御機器の製造販売事業につきましては、半導体や
液晶メーカーの積極的な設備投資を背景に、受注高、売上高が大幅に伸長する好環境に恵まれました。 
こうした経営環境の下で、当社グループは業績の向上に総力を上げて取り組んでまいりました。その結果、

当連結会計年度の経営成績は以下のとおりとなりました。 
 

○受注高    ８１,９３４百万円  (前年比   ３.２％増加） 
事業別の内訳は、設備工事受注が７１１億４百万円（前年比１.１％増加）、機器製品受注が１０８億
３千万円（前年比１８.９％増加)となりました。 

 
○売上高    ８８,４０７百万円  (前年比  １２.８％増加） 

当年度に受注した工事期間の短い中・小型工事の完成工事高が積み上がり、製品売上高につきまして
も順調な伸びを示し、全体では前年比１２.８％の増加となりました。 
事業別の内訳は、完成工事高が７７３億８千６百万円（前年比１０.８％増加）、製品売上高が１１０
億２千１百万円（前年比２９.５％増加)となりました。 
 

○営業利益     ２,０３４百万円  (前年比 １２８.９％増加） 
売上高の増加と利益率の改善により、売上総利益は７４億８千２百万円で、前年度を約１５億円上回
りました。販売費及び一般管理費は主として人件費の増加により前年比３億４千６百万円の増加とな
りましたが、売上総利益の増加が寄与し、営業利益は前年比１２８.９％の増加となりました。 
事業別の内訳は、設備工事事業が９億９千３百万円で前年度の赤字から黒字に転化し、機器製造販売
事業が１０億４千万円の営業利益（前年比１０.１％減少)となりました。 

 
○経常利益       ２,０７３百万円  (前年比 １０９.２％増加） 

営業外収支は３千９百万円のプラスで、前年比６千３百万円の減少となりましたが、営業利益の増加
により、経常利益は前年比１０９.２％の増加となりました。 
 

○当期純利益     ９２９百万円  (前年比  ６５.３％増加） 
固定資産処分益２億２千５百万円、投資有価証券売却益１億２千５百万円、その他を合わせて３億６
千６百万円の特別利益を計上しましたが、役員退職給与金１億４千７百万円、過年度役員退職慰労引
当金繰入額２億２千９百万円、その他を合わせて４億２百万円の特別損失が発生しました。その結果、
税金等を控除して当期純利益は前年比６５.３％の増加となりました。 
 

(次年度の見通し） 
今後のわが国経済は、為替の動向や海外景気の減速の影響などの不安材料もありますが、景気は底堅い

推移を続けるであろうと予想されています。 
こうした環境の下、当社グループは一丸となって、受注の確保、周到な原価管理による工事損益の向上

を図り、業績の維持向上に努力してまいる所存でございます。 
次年度の業績といたしましては、受注高８３５億円、売上高８２５億円、営業利益１８億円、経常利益

１８億５千万円、当期純利益８億 3千万円を見込んでおります。 
 

 
（2） 財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 
    当連結会計年度末の資産総額は７２６億２千１百万円で、前年比５７億２千１百万円の増加となりまし

た。主な増加は、現金預金の増加３０億８千３百万円、業容拡大および期末日が休日による受取手形、完
成工事未収入金等の増加１９億９千３百万円、機器事業部新工場の用地取得および建設仮勘定などの有形
固定資産の増加１６億９千７百万円であり、主な減少は、共同企業体工事立替金の減少などによるその他
流動資産の減少１３億１千９百万円、投資有価証券の減少４億４千８百万円です。 
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    当連結会計年度末の負債総額は５２８億４千万円で、 前年比５２億８千２百万円の増加となりました。

主な増加は、業容拡大および期末日が休日による支払手形、工事未払金等の増加４３億７千２百万円、機
器事業部新工場建設資金の調達などによる長期・短期借入金の増加２８億円であり、主な減少は完成工事
高の増加と手持工事高の減少に伴う未成工事受入金の減少３５億６千６百万円です。 

 
    当連結会計年度末の純資産は１９７億８千万円で、前年比４億３千９百万円の増加となりました。主な

増加は当期純利益９億２千９百万円であり、主な減少は、剰余金の配当金３億２千９百万円およびその他
有価証券の評価差額の減少１億５千７百万円です。 

 
②キャッシュ・フローの状況 

    当連結会計年度末の現金及び現金同等物(以下｢資金｣という)は、前連結会計年度末より３０億８千３百
万円増加し、１０４億1千万円となりました。 

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は１８億８千３百万円（前年比３億９千８百万
円の増加）となりました。これは税金等調整前当期純利益２０億３千８百万円に加え、共同企業体工
事の立替金の精算などのその他収入が１８億３千６百万円ありましたが、 売上債権の増加や未成工事
受入金の減少が、仕入債務の増加や未成工事支出金の減少による資金の増加を上回ったことと、法人
税等の支払いによるものです。 
 

(投資活動によるキャッシュ・フロー） 
         当連結会計年度における投資活動による資金の減少は１２億７千万円（前年比１４億６千１百万円

の減少）となりました。これは主として機器事業部新工場の用地取得および建設仮勘定などの有形・
無形固定資産の取得により２１億２千万円を支出した一方、有形・無形固定資産、投資有価証券およ
びその他投資等の売却による収入９億２千３百万円があったことによるものです。 

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動による資金の増加は２４億６千８百万円（前年比２７億４千８百
万円の増加）となりました。これは機器事業部新工場建設資金の調達３０億円と運転資金借入金の返
済２億円および配当金の支払い３億２千９百万円によるものです。 

 
 

(参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移 
 

  

 

 

 

 

  
 (注）1. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

自己資本比率：自己資本/総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 
債務償還年数：有利子負債/営業活動キャッシュ･フロー(利払いおよび法人税等控除前） 
インタレスト・カバレッジ・レシオ 

：営業活動キャッシュ･フロー(利払いおよび法人税等控除前)/利払い 
 

2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式数控除後)により算出して 
います。 

 
3. 営業活動キャッシュ･フロー(利払いおよび法人税等控除前)は、連結キャッシュ･フロー計算

書の営業活動キャッシュ・フロー(利息の支払額および法人税等支払額控除前)を使用してお
ります。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債の内、利子を支払っている全
ての負債を対象としております。また利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計
算書の利息の支払額を使用しております。 

 
平成１５年３月期および１７年３月期の営業キャッシュ･フローはマイナスとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 15/3月期 16/3月期 17/3月期 18/3月期 19/3月期

自己資本比率 ２６.１％   ２６.４％ ２８.９％ ２８.９％ ２７.２％

時価ベースの自己資本比率 １４.８％   １７.２％ ２１.０％ ２８.５％ ２０.２％

債務償還年数 －    ０.４年 －  １.７年   ２.３年

インタレスト･カバレッジ･レシオ － １５５.２倍 － ３６.７倍 ２８.５倍
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（3） 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
    当社は、株主の皆様への長期的利益還元を重要な経営課題の一つと考え、安定した配当の維持を基本とし

つつ、記念すべき節目における記念配当や業績を勘案した特別配当の上乗せに加えて、自己株式の取得の実
施など、利益還元に積極的に取り組んでまいります。 

   また、内部留保につきましては、市場競争力強化のための研究、技術開発や人材育成、新規事業開拓など
の原資として、将来的な収益の向上に繋げるよう活用し、株主の皆様のご支援に報いられるよう努めてまい
ります。 

   当期につきましては、期初の予想を大幅に上回る当期純利益をあげることが出来ましたので、株主の皆様
のご声援にお応えするため、１０円の普通配当に特別配当２円を加えまして、一株につき１２円の配当とさ
せて頂く予定でございます。 

   次期につきましては、 現下の業績の見込みを勘案して一株につき１０円の配当とさせていただく予定で
ございます。 

 
（4） 事業等のリスク 
     事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響をおよぼす可能性のある事項は、

以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は､当連結会計年度末現在において判
断したものです。 

   ① 建設業界の市場環境について 
建設業界は、公共投資、民間の設備投資に左右される傾向があります。民間設備投資は回復の兆しも

見え始めましたが、公共投資を中心に建設市場はさらに縮小が続くであろうと考えられております。 
こうした環境の下で、当社グループは受注の確保と収益の向上に総力をあげて取り組んでまいりますが、
予想以上の受注価格の低下や資機材高騰による原価の上昇が経営成績に影響を与える可能性がありま
す。 

② 機器製造販売事業の市場環境について 
 機器製造販売事業の主要製品である精密環境制御機器は、半導体や液晶製造装置の急速な技術革新に
伴い大幅に成長する反面、需給バランスの悪化から市況が低迷するという周期的な好不況の波がありま
す。このような環境の中、予想を上回る下降局面になった場合、当社グループの経営成績に影響を与え
る可能性があります。 

③ 取引先の信用リスク 
建設業においては、一取引における請負金額が大きく、また多くの場合に、工事目的物の引渡時に多

額の工事代金が支払われる条件で契約を締結します。このため、工事代金を受領する前に取引先が信用
不安に陥った場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

   ④ 業績の季節的変動について 
     当社グループの平成１８年３月期および平成１９年３月期の売上高、営業利益および経常利益の推移 

は、下記のとおりであります。 
当社グループの通常の営業形態として、工事の完成時期が、官公庁を始め、多くの顧客の決算期である
３月に集中する傾向があり、事業年度の下半期に完成工事高および利益が偏る傾向があります。 
 

  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ 株価の変動リスク 
   当社グループは平成１９年３月末時点で７９億６千４百万円の市場性のある株式を保有しており、

これらの株価変動のリスクを負っています。 同時点での市場価格で評価すると約４４億３千６百万円
の含み益となっておりますが、今後の株価動向次第ではこの数字は変動します。 

  また、株価の下落は年金資産の目減りを通じて、年金の積立不足が増加し、年金費用を増大させるリ
スクがあります。  

⑥ 退職給付債務 
当社グループの従業員の退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や

年金資産の期待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、その影
響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費
用および計上される債務に影響を及ぼします。割引率の低下や運用利回りの悪化は当社グループの業
績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

平成１８年３月期      

  売上高 営業損益 経常損益 
  金額(百万円） 比率（％） 金額(百万円) 比率（％） 金額(百万円） 比率（％） 

上半期 ２７，４１３ ３５.０ △９１３ △１０２.７ △８２７ △８３.５ 
下半期 ５０，９０６ ６５.０ １，８０１ ２０２.７ １，８１８ １８３.５ 
通  期 ７８，３１９ １００.０ ８８８ １００.０ ９９１ １００.０ 

平成１９年３月期      

  売上高 営業損益 経常損益 
  金額(百万円） 比率（％） 金額(百万円) 比率（％） 金額(百万円） 比率（％） 

上半期 ３５，０５４ ３９.７ ８１０ ３９.８ ８８０ ４２.５ 
下半期 ５３，３５３ ６０.３ １，２２３ ６０.２ １，１９３ ５７.５ 
通  期 ８８，４０７ １００.０ ２，０３４ １００.０ ２，０７３ １００.０ 

（株）朝日工業社（1975）　平成19年3月期決算短信

- 5 -



　　当社グループは、株式会社朝日工業社(当社)および子会社３社で構成され、空気調和衛生設備工事の設計･
 監督・施工を主な事業としております。
　  当社グループ内の事業に係る位置づけは次のとおりです。

　　設備工事事業　 当社は空気調和衛生設備の技術を核として、その設計･監督･施工を主な事業としており、 子
　　　　　　　　　　 　　会社の北海道アサヒ冷熱工事(株）は、当社への施工協力および子会社独自受注工事の施工
　　　　　　　　　　 　　を行っております。
　　　　　　　　　　 　　海外子会社の亞太朝日股份有限公司は、当社１００％出資の台湾現地法人であり、当社は同
　　　　　　　　　　　　 社に対して技術援助をしております。

　　機器製造　       当社は設備工事事業と合わせて、 空気調和・温湿度調節の技術を活かし、 半導体や液晶製
　　 　 　販売事業   造装置向け精密環境制御機器を主とした環境機器の製造販売を行っております。

　　その他事業　　　旭栄興産(株）は保険代理業であり、国内グループ各社の建設工事保険、その他損害保険の
　　　　　　　　　　 　　代理業ならびに グループ各社の従業員に対する生命保険の募集および損害保険の代理業
　　　　　　　　　　 　　を営んでおります。

　区　　　分 　　海　　　　 外　　　　 会　　　　 社
設備工事 空気調和衛生 当　　　　　　　　　　　　　　　　社 亞 太 朝 日 股 份 有 限 公 司
         事業 　 （会社数　計１社）

　　　　監督・施工 (会社数 計２社）
機器製造 精密環境制御 当　　　　　　　　　　　　　　　　社
　 販売事業 　機器の製造販売 (会社数　計１社）
その他事業 保険代理業

(会社数 計１社）

　事業の系統図は次のとおりです。

         設計・監督･施工 　        設計･監督･施工 　　　　機器販売

　　　　　技術援助 　　　設計･監督・施工 保険代理業

海外子会社 国内子会社 国内子会社

保険代理業

   (注) 上記子会社は全て連結子会社です。
 

  
　 　

亞太朝日股份有限公司 北海道アサヒ冷熱工事(株)   旭　 　栄　 　興　 　産　 (株）

旭　　　栄　　　興　　　産　 （株)

得　　　　　　　意　　　　　　　先

当　　　　　　　　　　　　社

空　気　調　和　衛　生　設　備　工　事 環境機器製造販売

２.　企業集団の状況

主　な　事　業 国 内 会 社

　　設備の設計･ 北海道アサヒ冷熱工事（株）
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３. 経 営 方 針 
（１）経営の基本方針 
    当社グループは、「地球環境と資源を大切にしながら、空気・水・熱の科学に基づく高度な技術によって 

最適空間を創造し、人類文化の発展に貢献する」ことを企業理念としております。 
      エンジニアリングコンストラクターとして積極的な事業展開を図り、未来を見つめた技術の開発に取り

組み、時代の変化に俊敏に対応する「環境創造企業」として、社会的責任を果たし、株主をはじめとするス
テークホルダーの皆様のご期待と信頼に応えるべく企業価値の向上を目指してまいります。 

 
 

（２）中長期的な経営戦略 
    当社グループは、平成１８年３月期を初年度とする向こう３年間の第１２次中期経営計画を策定し、激 

変する厳しい経営環境の下で、変革への迅速な対応と強靭な企業体質の実現に向けて、グループをあげた 
取り組みを進めております。 
第１２次中期経営計画の骨子は以下のとおりです。 

   基本方針 
1.業界大手専門業者として、更なる地位向上を図る 
2.応用技術を活かした新事業分野へ積極的に進出する 
3.個別事業店の採算向上を図る 
4.環境変化に対応した経営資源の再配置を図る 
5.機器事業部の基盤を整備し､業績の安定と業容の拡大を図る 

最終年度の目標 
連結売上高    ８１,０００百万円  
連結経常利益     １,８５０百万円 

 
 

（３）会社の対処すべき課題 
今次中期経営計画の第２年度の平成１９年３月期は、最終年度目標を上回る経営成績をあげることがで

きました。最終年度を迎える平成２０年３月期は、当社グループの主たる事業の設備工事事業の環境は、
当年度より更に厳しい環境が予想されますが、引き続き、第１２次中期経営計画を着実に実行し、全力を
あげて最終年度目標の達成に取り組んでまいります。 
当連結会計年度は具体的取り組みとして以下のとおり対応を進めました。 

    ① 経営体制の刷新 
経営効率の向上と意思決定の迅速化、意思決定･監督機能と業務執行機能の分担を明確にするため 

     に取締役会を改革することとし、昨年６月２９日付けで社外取締役２名を招聘し､取締役を従来の２
３名から１２名の体制に改めるとともに、新たに執行役員制度を導入いたしました。 
 

    ② 機器事業部新工場の建設 
昨年９月に着工いたしました機器事業部の基盤整備に係る新工場の建設につきましては、ほぼ予 

     定どおり完成の運びとなり、本年４月１２日に竣工式を行い、５月１日付けで機器事業部を移転い
たしました。機器製造販売事業分野での新たな飛躍に向け、開発・生産体制の充実を図ってまいり
ます。 
 

    ③ 期間損益の適正化および財務体質改善に向けた取り組み 
・従来、役員退職慰労金につきましては、利益処分方式により積み立てをし、支出時に費用として
処理をしてまいりましたが、期間損益の適正化および財務体質の健全化を図るため、当期より利
益処分による積立方式を改め、引当金方式へ移行することにいたしました。 

 
・当社保有の不動産の評価等を洗い直し、不要不急の一部遊休資産について売却を進め、資金ポジ
ションを高め財務体質の健全化を図ることにいたしました。この見直しの一環として、昨年１２
月に当社大阪支社保有の土地・建物（大阪府摂津市鳥飼本町）を２億８千５百万円で売却いたし
ました。 
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４．連結財務諸表

 (1)連結貸借対照表

（単位 百万円）

　　　　　　　　    期  別 当連結会計年度末 前連結会計年度末 増    減

   科   目 (19. 3.31 ) (18. 3.31 )

(  資  産  の  部  )

 流   動   資   産

10,410 7,327 3,083

33,689 31,696 1,993

10,215 9,958 256

851 612 238

1,496 2,816 △ 1,319

△ 24   △ 272 247

 56,638 52,138 4,500

 固   定   資   産

1,517 1,507 10

211 163 47

2,047 857 1,189

451         － 451

4,226 2,528 1,697

356 269 87

10,073 10,521 △ 448

1,731 1,564 166

  △ 404   △ 122 △ 282

11,399 11,963 △ 563

 15,982 14,761 1,221

72,621 66,900 5,721

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

投資その他の資産合計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

未 成 工 事 支 出 金 等

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具 ・

工 具 器 具 備 品

土 地

現 金 預 金

受　取　手　形　・

完成工事未収入金等
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　　　　　　　　    期  別 当連結会計年度末 前連結会計年度 増    減

   科   目 (19. 3.31 ) (18. 3.31 )

(  負  債  の  部  )  

 流   動   負    債  

34,341 29,969 4,372

4,104 3,800 304

1,110 471 639

5,123 8,690 △ 3,566

17 97 △ 80

22 20 2

37         － 37

2,473 1,512 960

47,231 44,561 2,669

 固   定   負   債

2,496         － 2,496

2,446 2,405 41

280         － 280

386 579 △ 193

      － 11 △ 11

5,609 2,997 2,612

52,840 47,558 5,282

(  純　資　産  の  部  )  

 株 　主 　資 　本

3,857         －      －

3,721         －      －

9,952         －      －

 △ 371         －      －

17,159         －      －

 評価・換算差額等         －      －

2,617         －      －

3         －      －

2,620         －      －

19,780         －      －

72,621         －      －

(  資  本  の  部  )  

        － 3,857      －

        － 3,721      －

        － 9,356      －

        － 2,774      －

        － 1      －

        －  △ 369      －

        － 19,341      －

        － 66,900      －

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

負 債 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

自 己 株 式

為 替 換 算 調 整 勘 定

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

評価・換算差額等合計

長 期 借 入 金

役 員 退 職 慰 労 引 当金

そ の 他 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

完 成 工 事 補 償 引 当金

工 事 損 失 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

未 成 工 事 受 入 金

そ の 他 流 動 負 債

支　払　手　形　・

工 事 未 払 金 等

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等
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(2)連結損益計算書

(単位：百万円)

           　    期   別
   科   目

完 成 工 事 高 77,386 69,812 7,573

製 品 売 上 高 11,021 8,507 2,514

売 上 高 合 計 88,407 78,319 10,088

完 成 工 事 原 価 71,668 65,479 6,188

製 品 売 上 原 価 9,256 6,848 2,407

売 上 原 価 合 計 80,925 72,328 8,596

完 成 工 事 総 利 益 5,717 4,332 1,385

製 品 売 上 総 利 益 1,764 1,658 106

売 上 総 利 益 合 計 7,482 5,990 1,492

5,448 5,101 346

営 業 利 益  2,034 888 1,145

   

受 取 利 息 7 7 △ 0

受 取 配 当 金 140 111 29

不 動 産 賃 貸 料 28 33 △ 4

そ の 他 営 業 外 収 益 44 32 11

営 業 外 収 益 合 計 222 186 36

   

支 払 利 息 83 59 24

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 52 － 52

そ の 他 営 業 外 費 用 46 24 22

営 業 外 費 用 合 計 182 83 99

経 常 利 益  2,073 991 1,082

   

固 定 資 産 処 分 益 225 253 △ 28

投 資 有 価 証 券 売 却 益 125 375 △ 250

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 16 － 16

特 別 利 益 合 計 366 629 △ 262

   

固 定 資 産 処 分 損 19 76 △ 56

ゴルフ会員権等評価損 5 － 5

役 員 退 職 給 与 金 147 － 147

過年度役員退職慰労引当金繰入額 229 － 229

過 年 度 完 成 工 事 損 失 － 189 △ 189

特 別 損 失 合 計 402 266 136

税金等調整前当期純利益 2,038  1,354 683

法人税、住民税及び事業税  1,431 737 694

法 人 税 等 調 整 額 △ 322 55 △ 377

当 期 純 利 益 929  562 367

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

増    減前連結会計年度当連結会計年度

(17.4.1-18.3.31)(18.4.1-19.3.31)

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

特 別 利 益
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(3)連結株主資本等変動計算書及び連結剰余金計算書

連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度 ( 18.4.1-19.3.31 ) (単位 百万円)

株主資本

株主資本

合計

平成18年3月31日　残高 3,857 3,721 16,565
当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当(注） △ 329

役員賞与(注） △ 4

当期純利益 929 929

自己株式の取得 △ 2

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当連結

会計年度中の変動額(純額)
当連結会計年度中の変動額合計 0 593
平成19年3月31日　残高 3,857 3,721 17,159

評価・換算差額等

平成18年3月31日　残高

当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当(注）

役員賞与(注）

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の当連結

会計年度中の変動額(純額)
当連結会計年度中の変動額合計

平成19年3月31日　残高

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

連結剰余金計算書
(単位 百万円)

           　    期   別

   科   目

　　(資本剰余金の部)

資本剰余金期首残高 3,721

資本剰余金期末残高 3,721

　　(利益剰余金の部)

利益剰余金期首残高 9,225

利益剰余金増加高

当期純利益 562 562

利益剰余金減少高

株主配当金 428

役員賞与金 2

(内監査役分) (  - ) 430

利益剰余金期末残高 9,356

2,620 19,780

△ 157 2 △ 154 439

△ 154△ 154

0

0

595

9,952

純資産合計

△ 329

△ 1

△ 371

資本金 資本剰余金 利益剰余金

△ 2

9,356

△ 329

△ 4

△ 369

自己株式

評価・換算

前連結会計年度

△ 4

929

△ 2

調整勘定 差額等合計

19,3411 2,775

(17.4.1-18.3.31)

その他

有価証券

評価差額金

2,774

為替換算

2△ 157

2,617 3
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                            期      別 当連結会計年度 前連結会計年度

( 18. 4. 1-19. 3. 31) ( 17. 4. 1-18. 3. 31)

        科     目 金     額 金     額

 　1 営業活動によるキャッシュ・フロ－

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  2,038  1,354

減 価 償 却 費 236 257

固 定 資 産 処 分 損 19 76

ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損 5 -

貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 (△) 額  36 △ 83

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 (△) 額  41 △ 176

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加 額 280 -

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 148 △ 119

支 払 利 息 83 59

固 定 資 産 処 分 益 △ 225 △ 253

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 125 △ 375

売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 (△) 額 △ 1,993 △ 12

未 成 工 事 支 出 金 の 減 少 ・ 増 加 (△) 額 △ 256 △ 98

仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 (△) 額  4,372 △ 786

未 成 工 事 受 入 金 の 増 加 ・ 減 少 (△) 額 △ 3,566 3,238

そ の 他  1,836 △ 1,075

  小     計 2,634 2,003

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 148 120

利 息 の 支 払 額 △ 97 △ 57

法 人 税 等 の 還 付 ・ 支 払 (△) 額 △ 802 △ 581

        営業活動によるキャッシュ･フロ－ 1,883 1,485

　 2 投資活動によるキャッシュ･フロ－

定 期 預 金 の 払 出 に よ る 収 入 - 27

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出  - △ 89

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 90 89

有形固定資産・無形固定資産の取得による支出 △ 2,120 △ 332

有形固定資産・無形固定資産の売却による収入 354 255

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2 △ 433

投 資 有 価 証 券 の 売 却 等 に よ る 収 入 306 455

そ の 他 投 資 等 の 取 得 に よ る 支 出 △ 162 △ 144

そ の 他 投 資 等 の 売 却 等 に よ る 収 入 263 363

        投資活動によるキャッシュ･フロ－ △ 1,270 191

 　3 財務活動によるキャッシュ･フロ－

短 期 借 入 金 の 純 増 加 ・ 純 減 少 (△) 額 △ 200 150

長 期 借 入 金 の 純 増 加 額 3,000 -

自 己 株 式 の 純 増 加 (△) 額 △ 2 △ 2

配 当 金 の 支 払 額 △ 329 △ 428

        財務活動によるキャッシュ･フロ－  2,468 △ 280

　 4 現金及び現金同等物に係る換算差額 　 2 △ 1

　 5 現金及び現金同等物の増加額  3,083  1,395

　 6 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 7,327 5,932

 　7 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高  10,410  7,327

(4)連結キャッシュ･フロ－計算書

         (単位：百万円)
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ファイル名：78期決算短信連結基本となる重要な事項の変更.doc 最終印刷日時：5/16/2007 8:59 PM 
 

(5) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

会計処理基準に関する事項 
重要な引当金の計上基準 

  
イ．役 員 賞 与 引 当 金        役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計 
                   上しております。 

 
ロ．役員退職慰労引当金         役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支出に備え 

るため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を 
計上しております。 
 

上記に掲げる事項以外は、最近の有価証券報告書（平成18年6月29日提出）における記載から重要
な変更がないため開示を省略しております。 

 

   

(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

会計方針の変更 
(役員賞与に関する会計基準) 

     当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準第 4号 平成 17 年 11 月 29 
日)を適用しております。この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整
前当期純利益が 37 百万円減少しております。 
なお、セグメントに与える影響は、当該箇所に記載しております。 

 
(役員退職慰労引当金) 

     当社の役員退職慰労金につきましては、従来支出時の費用として処理しておりましたが、当 
連結会計年度より、執行役員制度の導入等経営体制の刷新を契機として、役員退職慰労金を役 
員の在任期間に応じて費用配分することで期間損益の適正化及び財務体質の健全化を図るため､ 
引当金として処理する方法に変更いたしました。  

     これに伴い、当連結会計年度に過年度負担額 229 百万円を特別損失として計上し、当連結会 
計年度発生額 50 百万円を販売費及び一般管理費に計上いたしました。 

     この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比較し、営業利益及び経常利益は 50 百万円、 
税金等調整前当期純利益は 280 百万円減少しております。 
なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。 

 
 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 
     当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

5号 平成 17 年 12 月 9 日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指
針」(企業会計基準適用指針第 8号 平成 17 年 12 月 9 日)を適用しております。 

     従来の資本の部の合計に相当する金額は 19,780 百万円であり、この変更による損益に与える 
影響はありません。 

     なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則 
の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

 
 

表示方法の変更 
(連結貸借対照表関係) 

     立替払いに伴う受取手形及び支払手形は、従来、流動資産の「その他流動資産」及び流動負 
債の「その他流動負債」に含めて表示しておりましたが、重要性が乏しくなったため、当連結 
会計年度より、「受取手形・完成工事未収入金等」に181百万円、「支払手形・工事未払金等」 
に274百万円を含めて表示しております。 

     なお、前連結会計年度は、流動資産の「その他流動資産」及び流動負債の「その他流動負 
債」にそれぞれ 13 百万円及び 470 百万円含まれております。 
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ファイル名：78決算短信注記セグメント.doc 最終印刷日時：5/16/2007 9:04 PM 
 

(7) 連結財務諸表に関する注記事項 

 

開示の省略 

   連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、 
リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、退職給付に関する注記事項については、 
決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
なお、デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益については、該当事項はありません。 
 
 

(セグメント情報) 

１ 事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（18.4.1-19.3.31) 
（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) １. 事業区分の方法     

日本標準産業分類に基づいて区分しております。 

２． 各区分に属する主要な事業の内容 

設備工事事業…………空気調和衛生設備の設計・監督・施工 

機器製造販売事業……精密環境制御機器の製造販売 

３． 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容 

当連結会計年度における資産のうち､消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会 

社での余資運用資金(現金預金)、長期投資資金(投資有価証券)等17,262百万円であります。 

４． 会計処理の変更による影響額 

｢会計処理の変更｣に記載のとおり、当連結会計年度より役員賞与引当金を設定することといたし 

ました。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、設備工事事業は37百万円、機器製

造販売事業は-百万円、営業費用が増加しております。 

同じく当連結会計年度より役員退職慰労引当金を設定することといたしました。この変更に伴い、 

従来の方法によった場合に比べて、設備工事事業は48百万円､機器製造販売事業は1百万円、営業 

費用が増加しております。 

 

 

 

 

 
設備工事 
事  業 

機器製造 
販売事業 

計 
消去又は 

全社 
連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

77,386 11,021 88,407 ― 88,407

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

25 ― 25 ( 25 ) ―

計 77,411 11,021 88,433 ( 25 ) 88,407

営業費用 76,417 9,981 86,398 ( 25 ) 86,373

営業利益 993 1,040 2,034 ― 2,034

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

     

資産 48,904 6,454 55,359 17,262 72,621

減価償却費 156 79 236 ― 236

資本的支出 236 1,916 2,152 ― 2,152
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ファイル名：78決算短信注記セグメント.doc 最終印刷日時：5/16/2007 9:04 PM 
 

前連結会計年度（17.4.1-18.3.31) 

（単位：百万円） 

 
設備工事 
事  業 

機器製造 
販売事業 

計 
消去又は 
全社 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

69,812 8,507 78,319 ― 78,319

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 2 2 (  2 ) ―

計 69,812 8,509 78,321 (  2 ) 78,319

営業費用 70,075 7,358 77,433 (  2 ) 77,430

営業利益(又は営業損失△) △ 262 1,151 888          ― 888

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

 

資産 46,363 5,162 51,526 15,374 66,900

減価償却費 190 67 257 ― 257

資本的支出 202 116 318 ― 318

 

(注) １. 事業区分の方法 

日本標準産業分類に基づいて区分しております。 

２. 各事業の主な製品 

設備工事事業…………空気調和衛生設備の設計・監督・施工 

   機器製造販売事業……精密環境制御機器の製造販売 

３. 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容 

当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は15,374百万

円であり、その主なものは、提出会社での余資運用資金（現金預金及び有価証券）長期投資資金

（投資有価証券）等であります。 

４. 事業区分の変更 

        事業の種類別セグメントの事業区分については、従来、空気調和衛生設備工事及び関連する事

業を主たる事業としていたため、事業の種類別セグメントの記載を省略しておりましたが、当連

結会計年度より、「設備工事事業」及び「機器製造販売事業」にセグメント区分を変更して事業

の種類別セグメントを開示しております。 

        この変更は、近年のIT関連産業などの精密環境制御技術の需要の高まりの下で、従来｢設備工事

事業｣に関連する事業と位置づけ、同事業に含めていた「機器製造販売事業」について、当連結会

計年度より始動した第12次中期経営計画の中で、事業戦略上の重要性が高まったことに鑑み、従

来の事業区分の見直しを行って、「機器製造販売事業」を「設備工事事業」と並ぶ主要な事業セ

グメントとして明確に位置づけたこと、及び各セグメントの事業の状況をより適切に表示するた

めに行われたものであります。 

 

２ 所在地別セグメント情報 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める｢本邦｣の割合

がいずれも90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意11）に基づき、

記載を省略しております。 

 

３ 海外売上高 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める｢本邦｣の割合

がいずれも90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意5）に基づき、

記載を省略しております。 
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ファイル名：78期決算短信注記一株あたり.doc 最終印刷日時：5/16/2007 9:06 PM 
 

 

 

(１株当たり情報) 

 

項目 
当連結会計年度 

 (18.4.1-19.3.31) 
前連結会計年度 

 (17.4.1-18.3.31) 

１株当たり純資産額 600円 19銭 586円 66銭

１株当たり当期純利益 28円 20銭 16円 97銭

(注) 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

算定上の基礎 

 

 １株当たり当期純利益 

 

 
当連結会計年度 

 (18.4.1-19.3.31) 
前連結会計年度 

 (17.4.1-18.3.31) 

当期純利益（百万円） 929 562

普通株式に帰属しない金額（百万円） - 4

(うち利益処分による役員賞与金 (百万円)) - (4)

普通株式に係る当期純利益（百万円） 929 558

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,959 32,873

 

 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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【連結】

(単位：百万円)

期　　　　　　　別

　事 業 種 別　　　　　　　　

受 空 調 工 事 54,715 50,374 4,340

設 備 工 事 事 業 衛 生 工 事 16,388 19,891 △ 3,502

注 計 71,104 70,265 838

10,830 9,104 1,726

高 81,934 79,370 2,564

売 空 調 工 事 57,480 51,784 5,696

設 備 工 事 事 業 衛 生 工 事 19,905 18,027 1,877

上 計 77,386 69,812 7,573

11,021 8,507 2,514

高 88,407 78,319 10,088

繰 空 調 工 事 36,111 38,876 △ 2,765

設 備 工 事 事 業 衛 生 工 事 12,409 15,926 △ 3,516

越 計 48,521 54,803 △ 6,281

2,421 2,612 △ 191

高 50,942 57,415 △ 6,472

合 計

機 器 製 造 販 売 事 業

合 計

機 器 製 造 販 売 事 業

合 計

機 器 製 造 販 売 事 業

５．事業種別受注高・売上高・繰越高

増減当連結会計年度

  (18.4.1-19.3.31）

前連結会計年度

  (17.4.1-18.3.31）
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６．個別財務諸表等

 (1)貸借対照表

（単位 百万円）

　　　　　　　　 期  別 当      期 前      期 増    減

   科   目 (19. 3.31 ) (18. 3.31 )

(  資  産  の  部  )

 流   動   資   産

9,980 7,010 2,969

4,029 3,032 997

25,128 24,013 1,114

4,304 4,101 203

43 157 △ 113

8,936 8,704 231

813 629 184

138 132 5

15 324 △ 309

95 84 11

71 259 △ 188

1,256 2,112 △ 856

871 582 289

68 176 △ 108

△ 23 △ 271 247

 55,727 51,050 4,677

 固   定   資   産  

1,517 1,507 10

97 70 27

113 93 19

2,047 857 1,189

451 － 451

4,226 2,528 1,697

356 268 87

10,073 10,521 △ 448

83 83 －

14 14 0

370 88 281

63 82 △ 18

662 752 △ 89

607 614 △ 7

7 8 △ 0

 △ 404  △ 122 △ 282

11,477 12,043 △ 565

  16,060 14,840 1,219

 71,787 65,891 5,896

破産債権、更生債権等

長 期 前 払 費 用

長 期 保 証 金

役員従業員保険料

土 地

建 設 仮 勘 定

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

有形固定資産合計

繰 延 税 金 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

投資その他の資産合計

貸 倒 引 当 金

売 掛 金

材 料 貯 蔵 品

製 品

仕 掛 品

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

未 収 入 金

立 替 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

現 金 預 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

未 成 工 事 支 出 金

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

そ の 他 投 資
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　　　　　　　　 期  別 当      期 前      期 増    減
   科   目 (19. 3.31 ) (18. 3.31 )

(  負  債  の  部  )
 流   動   負    債  

6,217 5,181 1,035
24,392 22,004 2,388
3,510 2,459 1,050
4,104 3,800 304

296 29 266
709 336 372

1,074 404 669
5,022 8,429 △ 3,406
1,382 638 743

17 97 △ 80
22 20 2
35 － 35
4 470 △ 465

46,789 43,872 2,916

 固   定   負   債
2,496 － 2,496
2,446 2,405 41

280 － 280
382 576 △ 193
－ 11 △ 11

5,606 2,993 2,612
52,395 46,866 5,529

(  純 資 産 の 部  )  
 株   主   資   本

3,857 － －

3,013 － －
708 － －

3,721 － －

964 － －

93 － －
6,255 － －
2,254 － －
9,567 － －

 △ 371 － －
16,774

 評価・換算差額等
2,617 － －
2,617 － －

19,392 － －
71,787 － －

(  資  本  の  部  )  
－ 3,857 －
－
－ 3,013 －
－ 708 －
－ 3,721 －
－
－ 964 －
－ 6,495 －
－ 1,580 －
－ 9,041 －
－ 2,774 －
－  △ 369 －
－ 19,024 －
－ 65,891 －

役 員 賞 与 引 当 金

未 払 金
未 払 費 用

預 り 金

完成工事補償引当金

買 掛 金

未 成 工 事 受 入 金

支 払 手 形

自 己 株 式
株 主 資 本 合 計

工 事 損 失 引 当 金

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

その他利益剰余金
退職給与積立金

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

固 定 負 債 合 計
負 債 合 計

営 業 外 支 払 手 形
流 動 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

長 期 借 入 金

役員退職慰労引当金
繰 延 税 金 負 債

負 債 資 本 合 計
資 本 合 計

自 己 株 式
その他有価証券評価差額金

利 益 剰 余 金 合 計
当 期 未 処 分 利 益
任 意 積 立 金
利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金
資 本 剰 余 金 合 計
そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

資 本 剰 余 金
資 本 金

負 債 純 資 産 合 計
純 資 産 合 計
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     (単位 百万円)

              期   別 当　　期 前　　期 増　　　減

  科   目 (18.4.1-19.3.31) (17.4.1-18.3.31)  

完 成 工 事 高 75,527 67,153  8,373

製 品 売 上 高 11,021 8,509  2,512

売 上 高 合 計 86,549 75,663  10,885

完 成 工 事 原 価 70,133 63,153  6,979

製 品 売 上 原 価 9,282 6,851  2,430

売 上 原 価 合 計 79,415 70,005  9,410

完 成 工 事 総 利 益 5,393 3,999  1,393

製 品 売 上 総 利 益 1,739 1,658  81

売 上 総 利 益 合 計 7,133 5,658  1,475

5,282 4,954  328

1,851 703  1,147

5 6   △ 1

167 111  55

32 37   △ 4

31 26  4

236 182  53

 83   58    25  

 52   -    52

43 24  19

179 82  97

1,907 804  1,103

225 253   △ 28

125 375   △ 250

16 -  16

366 629   △ 262

19 76   △ 56

5 -  5

147 -  147

229 - 229

 -   189     △ 189  

401   265    135

1,873  1,167  705

1,390 666  724

△ 373 66   △ 439

856  435  420

 - 1,145 -

- 1,580 -

(2)損益計算書

受 取 配 当 金

販売費及び一般管理費

当 期 未 処 分 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

法人税,住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

過年度役員退職慰労引当金繰入額

税 引 前 当 期 純 利 益

支 払 利 息

そ の 他 営 業 外 費 用

固 定 資 産 処 分 益

固 定 資 産 処 分 損

役 員 退 職 給 与 金

特 別 利 益

特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息

不 動 産 賃 貸 料

そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 収 益 合 計

営 業 外 費 用 合 計

特 別 利 益 合 計

特 別 損 失 合 計

過 年 度 完 成 工 事 損 失

ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損
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(3)株主資本等変動計算書及び利益処分計算書 
 
 
株主資本等変動計算書 

 
当期（18.4.1-19.3.31）   （単位 百万円）

   株主資本 

    資本剰余金 

  資本金 

     
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成 18 年 3 月 31 日 残高 3,857 3,013 708 3,721

当期中の変動額         

 退職給与積立金の取崩         

 剰余金の配当(注)         

 当期純利益         

 自己株式の取得         

 自己株式の処分   0 0

 株主資本以外の項目の      

 当期中の変動額(純額)      

当期中の変動額合計  0  0

平成 19 年 3 月 31 日 残高 3,857 3,013 708 3,721

 

 

   評価・換算差額等   

  その他有価証券 評価・換算 純資産合計 

   
評価差額金 差額等合計 

 

平成 18 年 3 月 31 日 残高 2,774 2,774 19,024

当期中の変動額       

 退職給与積立金の取崩      -

 剰余金の配当(注)     △ 329

 当期純利益     856

 自己株式の取得     △ 2

 自己株式の処分   0

 株主資本以外の項目の       

 当期中の変動額(純額) △ 157 △ 157 △ 157

当期中の変動額合計 △ 157 △ 157 367

平成 19 年 3 月 31 日 残高 2,617 2,617 19,392

(注)平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   株主資本 

  利益剰余金 

  その他利益剰余金 

  

利益準備金 退職給与

積立金 
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成 18 年 3 月 31 日 残高 964 240 6,255 1,580 9,041 △ 369 16,250

当期中の変動額              

 退職給与積立金の取崩   △ 147  147 -   -

 剰余金の配当(注)      △ 329 △ 329   △ 329

 当期純利益      856 856   856

 自己株式の取得        △ 2 △ 2

 自己株式の処分      0 0

 株主資本以外の項目の             

 当期中の変動額(純額)           

当期中の変動額合計  △ 147  673 526 △ 1 524

平成 19 年 3 月 31 日 残高 964 93 6,255 2,254 9,567 △ 371 16,774
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利益処分計算書

(単位 百万円)
              期  別 前 　期
 科  目 (17.4.1-18.3.31)

 当 期 未 処 分 利 益 1,580

 利  益  処  分  額

  株 主 配 当 金 329
(1株につき  10円)

 

 次 期 繰 越 利 益 1,251
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ファイル名：78期決算短信重要な会計方針.doc 最終印刷日時：5/16/2007 9:33 PM 
 

(4) 重要な会計方針 

 

会計処理基準に関する事項 
重要な引当金の計上基準 

  
イ．役 員 賞 与 引 当 金       役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上し 
                  ております。 
ロ．役員退職慰労引当金       役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支出に備えるた 

め、内規に基づく当期末要支給額を計上しております。 

 

上記に掲げる事項以外は、最近の有価証券報告書（平成18年6月29日提出）における記載から重要
な変更がないため開示を省略しております。 

 

 

(5) 重要な会計方針の変更 

 

会計方針の変更 
(役員賞与に関する会計基準) 

     当期より「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準第 4号 平成 17 年 11 月 29 日)を適 
    用しております。この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

が 35 百万円減少しております。 
 
(役員退職慰労引当金) 

     当社の役員退職慰労金につきましては、従来支出時の費用として処理しておりましたが、当 
期より、執行役員制度の導入等経営体制の刷新を契機として、役員退職慰労金を役員の在任期 
間に応じて費用配分することで期間損益の適正化及び財務体質の健全化を図るため、引当金と 
して処理する方法に変更いたしました。  

     これに伴い､当期に過年度負担額 229 百万円を特別損失として計上し、当期発生額 50 百万円 
を販売費及び一般管理費に計上いたしました。 

     この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比較し、営業利益及び経常利益は 50 百万円、 
税引前当期純利益は 280 百万円減少しております。 

 
(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

     当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5号 平 
   成 17 年 12 月 9 日）及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針｣（企 

業会計基準適用指針第 8号 平成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。 
     従来の資本の部の合計に相当する金額は 19,392 百万円であり、この変更による損益に与える 

影響はありません。 

     

 

表示方法の変更 
(貸借対照表関係) 

     立替払いに伴う受取手形及び支払手形は、従来、流動資産の「その他流動資産」及び流動負 
債の「営業外支払手形」に含めて表示しておりましたが、重要性が乏しくなったため、当期よ 
り、「受取手形」に181百万円、「支払手形」に274百万円を含めて表示しております。 

     なお、前期は、流動資産の「その他流動資産」及び流動負債の「営業外支払手形」にそれぞ 
れ 13 百万円及び 470 百万円含まれております。 

 

 

(6) 個別財務諸表に関する注記事項 

 

開示の省略 
   貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、リース取引、有価証券、税効果会計、1株当た 

り情報、重要な後発事項に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくな 
いと考えられるため開示を省略しております。 
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【個別】

(単位：百万円)

期　　　　　　　別

　事 業 種 別　　　　　　　　

受 空 調 工 事 52,786 48,873 3,912

設 備 工 事 事 業 衛 生 工 事 16,294 19,595 △ 3,300

注 計 69,081 68,469 612

10,830 9,106 1,723

高 79,912 77,576 2,336

売 空 調 工 事 55,733 49,464 6,269

設 備 工 事 事 業 衛 生 工 事 19,793 17,689 2,103

上 計 75,527 67,153 8,373

11,021 8,509 2,512

高 86,549 75,663 10,885

繰 空 調 工 事 35,336 38,283 △ 2,947

設 備 工 事 事 業 衛 生 工 事 12,408 15,907 △ 3,498

越 計 47,744 54,190 △ 6,445

2,421 2,612 △ 191

高 50,166 56,803 △ 6,636

  (18.4.1-19.3.31）  (17.4.1-18.3.31）

機 器 製 造 販 売 事 業

合 計

機 器 製 造 販 売 事 業

合 計

機 器 製 造 販 売 事 業

合 計

当期 前期 増減

７．事業種別受注高・売上高・繰越高
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８．役員の異動(平成19年6月28日付予定） 

1. 代表取締役の異動

該当事項はありません

2. その他の役員の異動

　　(1)新任取締役候補

　 取 締 役 兼 常務執行役員技術本部長 山　本　 忠　男 (現　上席執行役員名古屋支店長)
　 　  　

　　(2)新任監査役候補

常 任 監 査 役 (常勤） 清　水　 健　輔 (現　常任監査役)
　  　
　 常 任 監 査 役 (常勤　社外)   大　竹　 雅　雄 (前　農林中央金庫営業第一部長)
　  
　 監 査 役 (非常勤　社外)  片　本　 皖　也 (現  監査役　京阪電気鉄道㈱監査役)
　  　 　
　 監 査 役 (非常勤　社外)  牛　島　　 　 信 (現  監査役　弁護士)
  

　　　　注　大竹雅雄、片本皖也、牛島信の各氏は社外監査役の要件を満たしております。
　  

　　(3)退任予定取締役

取 締 役 兼 専務執行役員 　 相　　 孝　士
　首都圏本部長兼本店長 　相談役(常勤　北海道駐在)就任予定

　　(4)退任予定監査役

常 任 監 査 役 柚　木　 俊　弘　
　 　

3. 執行役員の異動 　 　

　　(1)新任執行役員候補 　　 　

執行役員名古屋支店長 　 杉　原　 明　夫 (現　名古屋支店技術統括部長)
　 　　  
　 　 　
執行役員横浜支店長 　 松　竹　 　　 眞 (現　横浜支店長)
　 　  　
　 　 　
執行役員大阪支社長 　 中　尾　 弘　昭 (現　大阪支社副支社長兼技術統括部長)

 
　　(2)退任予定執行役員

　 常務執行役員機器事業部長 岡　野　 秀　夫
　機器事業部顧問(常勤)就任予定

　 　 　
上席執行役員大阪支社長 　 東　本　 曻　一 
　 　 　大阪支社顧問(常勤)就任予定

　
上席執行役員内部監査室長 　 池　田　 善　博

　 　内部監査室顧問(常勤)就任予定

　　(3)昇格

　　　　　専務執行役員営業本部営業担当 田　中　 正　夫 (現　常務執行役員営業本部担当
　　　　　　　　　　　　　　　兼企画営業推進部長                  　　　　　　　　　　　 　兼企画営業推進部長)
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　　　昇格続き

　 専務執行役員社長室担当兼経営企画室長 髙　橋　 俊　之 (現　常務執行役員社長室担当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兼経営企画室長)

常務執行役員東北支店長 吉　島　 忠　臣 (現　上席執行役員東北支店長)

　 常務執行役員営業本部長 中　辻　 圏　次 (現　上席執行役員営業本部長)

　 常務執行役員総務副本部長兼財務部長 海　野　　　　清 (現　上席執行役員総務副本部長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兼財務部長)

　　　　　　　　　　　
　　(4)その他の異動

　 常務執行役員機器事業部長 松　本　 陽　一 (現　常務執行役員技術本部長)

常務執行役員営業本部営業担当 平　倉　 泰　助 (現　常務執行役員営業本部担当)

　 上席執行役員首都圏本部長兼本店長 澤　田　 章　夫 (現　上席執行役員施工本部長)

4. 組織変更(平成19年6月28日付)

技術本部と施工本部を統合し、技術本部とする。

　　　　　以　　上
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